
令和５年度 環境省重点施策

重 点 施 策（２つのコアミッション）

人の命と環境を守る基盤的取組

東日本大震災からの復興・再生

【機構・定員】 運輸部門の脱炭素化、海洋環境保全等の体制強化のための水・大気環境局の再編 、地方環境事務所をはじめとする地域脱炭素に係る体制強化等（定員145人増）

(1) 循環経済（サーキュラーエコノミー）への移

行の加速化

・ プラスチック資源・金属資源等のバリューチェーン

脱炭素化のための設備高度化

・ バイオマスプラ、SAF、太陽光パネル、金属、地

域廃棄物バイオマス等の省CO2化実証事業

・ 食品ロス削減及び食品廃棄物等の３Ｒ推進

・ サステナブル・ファッション等の促進

等

(2)  レジリエントな廃棄物処理体制の構築

・大規模災害に備えた廃棄物処理体制の検討

・ 一般廃棄物処理施設・浄化槽の整備

等

(1) 地域・社会インフラ・くらしの脱炭素トランジショ

ンの推進

・ 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

・ (株)脱炭素化支援機構の出資制度

・ 初期費用ゼロ型太陽光等の再エネ導入支援

・ サプライチェーン全体の脱炭素化取組の推進

・ 住宅建築物のZEH・ZEB化推進

・ 再エネとセットでの電動車のシェアリングや地域交

通への普及促進

等

(2) 成長志向型カーボンプライシングの取組

(3) 森林等の吸収源対策の推進

(4) 熱中症対策を始めとした適応施策の推進

(1) GX×「人への投資」 (2) GX×「科学技術・イノベーションへの投資」
(3) GX×「スタートアップへの投資」 (4) GX×「デジタルトランスフォーメーション（DX）への投資」

GXと相乗効果を発揮する重点投資分野

炭素中立型経済社会（カーボンニュートラル） 循環経済（サーキュラーエコノミー） 自然再興（ネイチャーポジティブ）

(1) 生物多様性国家戦略に基づく30by30

目標や自然資本に配慮した経営等の

実現

・ 30by30目標達成に向けた

国立・国定公園の新規指定等の推進

民間取組の認定等によるOECM推進

・ 生物多様性国家戦略に基づく取組推進

等

(2) 自然を活用した地域活性化の推進

・ 国立公園満喫プロジェクトの推進

・ 地域共生型地熱利活用の推進

等

(1) G7日本開催を契機とした環境外交での主導的な役割の発揮
(2) アジア・ゼロエミッション共同体構想等に貢献する途上国の包括的な脱炭素移行支援

環境省重点施策のポイント

・炭素中立、循環経済、自然再興の同時達成により、持続可能性を巡る社会課
題の解決と経済成長を同時実現し、「新しい資本主義」に貢献
・「成長志向型カーボンプライシング構想」の具体化・最大限活用
・地域・くらしの脱炭素化、関連する社会インフラ・サプライチェーン分野の投資促進
で、自立国産の再エネを最大限導入し、エネルギー安全保障に貢献
・G7に最大限貢献し、約4,000兆円とも言われる世界のESG資金を誘引
・日本の脱炭素技術等の海外展開でアジア・ゼロエミッション共同体構想に貢献
・命と環境を守る基盤的取組、東日本大震災・原発事故からの復興・再生

①時代の要請への対応 ②不変の原点の追求

G7日本開催を契機とした世界・アジアの
SDGs達成への貢献

○我が国が直面する最重要社会課題
・一刻の猶予も許さない気候変動問題
・ウクライナ侵略とエネルギー安全保障
・輸入資源価格高騰
・災害頻発化・激甚化
・人口減・少子高齢化による地域衰退
・福島復興、環境再生

社会課題の解決による新しい資本主義の実現

○新しい資本主義の実現
社会課題を対症療法的に解決す
るのではなく、解決に向けた取組そ
れ自体を付加価値創造の源泉と
して成長戦略に位置づけ、課題解
決と経済成長を同時実現するのが
「新しい資本主義」

令和５年度要求額 一般会計:1,861億円（125％）/ エネルギー特別会計:2,436億円（147％）/ 東日本大震災特別会計:3,117億円（91％）/ 合計:7,414億円

（単位：億円）

(1) 公害等の健康被害対策と

生活環境保全

・ 水俣病や石綿飛散防止の対策

・ エコチル調査

・ 有害物質(PFAS等)対策

(2)良好な環境の創出

・ 海岸漂着物対策 等

(3)外来生物・鳥獣保護管理、動物

愛護管理の強化等

・ 外来生物対策

・ 指定管理鳥獣捕獲支援
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・ 中間貯蔵施設の整備・管理、除去

土壌の減容・再生利用

・ ALPS処理水海域モニタリング

・ 放射線健康管理・健康不安対策

・ 脱炭素×復興まちづくり 等
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